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１　本書は半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示

用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を

付して出力・印刷したものであります。

２　本書には、上記の方法により提出した半期報告書に添付された期中

レビュー報告書及び上記の半期報告書と同時に提出した確認書を末尾

に綴じ込んでおります。
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回次
第41期

中間連結会計期間
第42期

中間連結会計期間
第41期

会計期間
自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2026年１月１日
至　2026年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年12月31日

売上高 （千円） 3,566,727 3,841,339 7,695,661

経常利益 （千円） 244,547 309,475 707,421

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（千円） 137,590 148,880 482,989

中間包括利益又は包括利益 （千円） 148,048 155,627 472,473

純資産額 （千円） 4,935,657 5,245,049 5,174,747

総資産額 （千円） 7,087,985 7,293,914 7,352,211

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 9.68 10.47 33.96

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.6 71.9 70.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 531,809 909,423 490,308

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △186,296 △265,228 △219,392

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △109,227 △214,959 △317,041

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,324,218 2,473,905 2,043,659

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループにて営まれている事業の内容について、重要な変更等はありませ

ん。

2026年１月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、当社の完全子会社である株式会社アイ・エス・

ピーを吸収合併消滅会社とする吸収合併をいたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、依然として地政学的リスクや貿易政策の不確実性を抱えつつも、総じ

て底堅く推移いたしました。欧米等でのインフレ落ち着きに伴う利下げなど金融政策の転換が進むとともに、

ＡＩ・半導体分野を中心とした旺盛な技術投資が世界的な成長を下支えしております。一方で、地域ごとの回復ペ

ースの格差や、為替相場の変動に伴う原材料コスト等への影響を注視すべき状況が続いております。

国内経済におきましては、堅調な企業収益や高水準な賃上げの定着を背景に、民間需要を中心とした緩やかな回

復基調が継続しております。特に2026年度に入り、賃金と物価の好循環に向けた動きが確実性を増す中で、インバ

ウンド需要の波及も相まって個人消費は着実な底堅さを見せております。一方で、建設業界におきましては、資材

価格の高止まりや労務費の上昇が続く中、いわゆる「2024年問題」以降の現場における深刻な人手不足や熟練技能

者の減少といった供給制約が続いております。デジタル技術を活用した現場の省力化など対応策が進むものの、依

然として経営上の重要課題となっております。

当社が属する建設コンサルタント業界におきましては、政府による国土強靱化施策が着実に実行フェーズを迎え

ております。2026年度からスタートした「第１次国土強靱化実施中期計画（2026年度〜2030年度）」に基づき、総

額20兆円強の規模で防災・減災対策が推進されております。同計画では、激甚化する自然災害への対応や老朽化イ

ンフラの維持管理・更新の強化、さらにはデジタル技術を活用したインフラ管理の高度化が重点事項とされてお

り、関連分野での事業需要は今後も安定的に推移するものと見込まれます。

このような環境下において当社グループは、中期経営計画「深化・確立 ～変える・変わるＤＫ～」のもと、個

人と組織力の強化、技術力・発想力の向上を図り、高収益構造の確立に取り組んでおります。

インフラメンテナンス維持管理業務では、従来の目視点検に代わり、当社が開発した３Ｄレーダ搭載車による高

速調査・解析を活用し、維持管理・更新コストの削減と業績向上を両立させております。また、内閣府主導の第３

期戦略的イノベーション創造プログラム（第３期SIP）において、スマートインフラマネジメントシステムの実現

と構築を目指す計画に協力機関として参画し、研究成果の社会実装を目指しております。これにより、社会課題の

解決と技術力の一層の向上が期待されます。また、一定規模以上の工事ではBIM/CIM（Building/Construction 

Information Modeling Management）の義務化が進む中、グループ会社と連携し、３Ｄ管理された設計資料の提供

体制強化に取り組んでおります。

エリア展開ではＦＣ店の展開を進めると共に、昨今の災害に対応するために石川出張所の稼働を継続するなど、

全国で起こりうる災害等に対して迅速に対応できる体制を整えてまいります。

業績につきましては、営業体制強化による受注案件数の着実な確保などにより、前年同期比で増収増益となりま

した。売上総利益率につきましては、営業部門の体制強化に伴う高付加価値案件の受注推進が功を奏し、前年同期

と同水準で推移しつつも確実に上昇傾向にあります。これに加え、ＡＩ・自動化の活用、外注費の抑制、適正原価

管理、赤字案件の縮減および作業効率化などの諸施策を推進した結果、基礎的な収益力は確実に向上いたしまし

た。さらに、当社のベトナム子会社との連携を強化し、設計・解析業務の一部を海外拠点で実施することで、品質

を維持しながら業務効率化と生産性向上を図っております。これにより、国内の技術者不足への対応と持続可能な

事業運営体制の構築を進めてまいります。

これらの取り組みを通じ、外部環境の変動に左右されにくい事業構造の強化を図り、持続的な成長基盤の確立を

目指してまいります。

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、3,841百万円（前年同期比7.7％増）、利益につきましては、営業

利益は304百万円（前年同期比27.0％増）、経常利益は309百万円（前年同期比26.6％増）、親会社株主に帰属する

中間純利益は148百万円（前年同期比8.2％増）となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであります。

①試験総合サービス事業

当中間連結会計期間の試験総合サービス事業の業績は、以下のとおりとなりました。

土質・地質調査試験においては、従来の防災・減災および災害復興関連業務に加え、建設コンサルタントに対す

るアプローチ強化により、調査・診断関連の需要を確実に取り込みました。外部環境として建築関連資材の調達難

による市場の遅延や、一時的な供給過多に伴う価格低下圧力とそれに伴う受注獲得の遅れの影響を受けたものの、
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セグメント名 第41期中間連結会計期間 第42期中間連結会計期間 前期比額
前期比率

（％）

土質・地質調査試験 1,866 1,938 71 103.8

非破壊調査試験

非破壊ＣＯ 419

624

438

648 23 103.8非破壊鉄 77 93

物理探査 126 116

環境調査試験
環境調査 196

385
259

465 80 120.9
環境分析 188 206

セグメント合計 2,876 3,052 175 106.1

セグメント名 第41期中間連結会計期間 第42期中間連結会計期間 前期比額
前期比率

（％）

土質・地質調査試験 344 374 29 108.5

非破壊調査試験

非破壊ＣＯ 67

107

83

125 18 117.0非破壊鉄 △9 9

物理探査 49 32

環境調査試験
環境調査 51

92
87

147 55 159.8
環境分析 40 60

セグメント合計 544 647 102 118.9

成長が見込まれる再エネ関連分野の深耕を図ることで、概ね好調な業績となりました。

非破壊調査試験においては、インフラメンテナンス市場における構造物補修工事の大型案件が完工し、業績に大

きく寄与いたしました。また、主要な交通インフラ整備プロジェクトに関連する調査・工事需要が堅調に推移した

ほか、内部施策としてのマネジメント体制強化による業務効率の向上が収益の下支えとなりました。一部で季節的

な受注の変動は見られたものの、全体としては堅調な業績を維持しております。

環境調査試験においては、グリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）投資の拡大に伴う蓄電池市場や再生可

能エネルギー関連の調査、および自然環境調査への注力が奏功しました。大型案件は少ないものの、営業体制の強

化によって中規模案件を数多く確保したことで、事業構造の転換を図りつつ、安定的な業績を確保いたしました。

以上の結果、セグメント売上高3,052百万円（前年同期比6.1％増）、セグメント利益647百万円（前年同期比

18.9％増）となりました。

試験総合サービス　セグメント別売上高詳細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

試験総合サービス　セグメント別営業利益詳細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

②工事総合サービス事業

当事業は、一般住宅及び中・大型建設物の建設予定地における地盤調査、地盤補強・改良工事から、構造物（コ

ンクリート構造物、鋼構造物）の補強工事、汚染された土壌の浄化工事が主な事業の内容となっております。当中

間連結会計期間は、構造物補修工事の大型案件が完工となり、業績に大きく寄与しております。

以上の結果、セグメント売上高426百万円（前年同期比28.1％増）、セグメント利益54百万円（前年同期比

129.9％増）となりました。

③ソフトウェア開発販売事業

当中間連結会計期間の業績は、グループ会社である株式会社アドバンスドナレッジ研究所のソフトウェア販売、

解析業務、アカウント利用料、保守料金、ソフトウェアの新規販売が主な収益であります。アドバンスドナレッジ

研究所の業績が好調であるため、セグメント全体をけん引しております。

以上の結果、セグメント売上高352百万円（前年同期比3.3％増）、セグメント利益135百万円（前年同期比

18.8％増）となりました。

- 4 -



第41期

中間連結会計期間

第42期

中間連結会計期間
差　額

営業活動によるキャッシュ・フロー                 531                 909  377

投資活動によるキャッシュ・フロー               △186  △265             △78

財務活動によるキャッシュ・フロー               △109               △214               △105

現金及び現金同等物に係る換算差額                 △2  1  3

現金及び現金同等物の増減額                 233                 430  196

現金及び現金同等物の中間期末残高               2,324               2,473  149

（２）財政状態の分析

当中間連結会計期間末の財政状態は、総資産は7,293百万円となり、前連結会計年度末に比べ58百万円の減少と

なりました。その内訳は以下のとおりであります。

資産の部では、流動資産が4,339百万円となり、前連結会計年度末に比べ26百万円の増加となりました。主な内

訳は、現金及び預金630百万円の増加、商品１百万円の増加であります。

固定資産は2,953百万円となり、前連結会計年度末に比べ84百万円の減少となりました。主な内訳は、建物及び

構築物34百万円の減少であります。

負債の部では流動負債が1,340百万円となり、前連結会計年度末に比べ80百万円の減少となりました。主な内訳

は、買掛金75百万円の減少、未払金58百万円の減少であります。

固定負債は707百万円となり、前連結会計年度末に比べ47百万円の減少となりました。主な内訳は、長期借入金

93百万円の減少であります。

純資産の部では純資産が5,245百万円となり、前連結会計年度末に比べ70百万円の増加となりました。主な内訳

は、利益剰余金63百万円の増加、その他有価証券評価差額金５百万円の増加であります。

この結果、自己資本比率は71.9％となりました。

（３）キャッシュ・フローの状況

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フローは、909百万円の収入（前期は531百万円の収入）となりました。これは、主

に売上債権の増減額637百万円等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、265百万円の支出（前期は186百万円の支出）となりました。これは、主

に定期預金の預入による支出560百万円等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、214百万円の支出（前期は109百万円の支出）となりました。これは、主

に長期借入金の返済による支出93百万円、配当金の支払額85百万円等によるものであります。

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、2,473百万円となりました。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

（５）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5,533千円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,720,000

計 18,720,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,237,995 14,237,995
東京証券取引所

（スタンダード市場）

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。

なお、単元株式数は100

株であります。

計 14,237,995 14,237,995 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年１月１日～

2026年６月30日
- 14,237,995 - 1,205,876 - 1,155,876

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式

数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社Ｆｅｅｌ 東京都立川市羽衣町１－13－20 3,094,000 21.76

下平 雄二 長野県長野市 1,587,400 11.16

土木管理総合試験所従業員持株会 長野県千曲市大字雨宮2347－３ 624,865 4.39

下平 美奈子 長野県長野市 444,800 3.13

下平 絵里加 東京都台東区 284,000 2.00

下平 真里奈 東京都立川市 284,000 2.00

松本土建株式会社 長野県松本市島立635－１ 220,500 1.55

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 161,300 1.13

田中 勝明 愛知県名古屋市中区 158,600 1.12

外池 榮一郎 東京都千代田区 150,000 1.05

計 － 7,009,465 49.29

（５）【大株主の状況】
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2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 17,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,207,300 142,073

株主としての権利内容に何

ら限定のない当社における

標準となる株式でありま

す。

なお、単元株式数は100株

となっております。

単元未満株式 普通株式 13,195 － －

発行済株式総数 14,237,995 － －

総株主の議決権 － 142,073 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式26株が含まれております。

2026年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社土木管理

総合試験所

長野県長野市篠ノ井御幣川

877番地１
17,500 － 17,500 0.12

計 － 17,500 － 17,500 0.12

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、かなで監査法人による期中レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第41期連結会計年度         有限責任監査法人　トーマツ

第42期中間連結会計期間     かなで監査法人
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,223,659 2,853,905

受取手形、売掛金及び契約資産 1,703,028 1,065,588

商品 1,347 2,756

仕掛品 314,731 315,285

貯蔵品 16,580 17,681

その他 80,589 99,270

貸倒引当金 △26,555 △14,512

流動資産合計 4,313,381 4,339,976

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,205,056 1,170,689

土地 819,762 819,762

その他 356,526 323,234

有形固定資産合計 2,381,345 2,313,686

無形固定資産

のれん 12,058 －

その他 103,681 94,208

無形固定資産合計 115,740 94,208

投資その他の資産

投資有価証券 345,615 353,976

その他 196,342 192,289

貸倒引当金 △214 △222

投資その他の資産合計 541,744 546,043

固定資産合計 3,038,830 2,953,938

資産合計 7,352,211 7,293,914

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 268,581 192,834

１年内返済予定の長期借入金 186,828 186,828

リース債務 59,933 71,019

未払金 361,677 303,439

未払法人税等 145,229 123,137

賞与引当金 18,691 224,726

工事損失引当金 6,215 7,533

その他 374,546 231,364

流動負債合計 1,421,704 1,340,883

固定負債

長期借入金 218,613 125,199

リース債務 146,820 173,182

退職給付に係る負債 357,347 377,059

その他 32,978 32,539

固定負債合計 755,759 707,981

負債合計 2,177,464 2,048,865

純資産の部

株主資本

資本金 1,205,876 1,205,876

資本剰余金 1,155,876 1,155,876

利益剰余金 2,734,979 2,798,537

自己株式 △11 △14

株主資本合計 5,096,721 5,160,276

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 75,676 81,368

為替換算調整勘定 2,349 3,404

その他の包括利益累計額合計 78,026 84,773

純資産合計 5,174,747 5,245,049

負債純資産合計 7,352,211 7,293,914
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 3,566,727 3,841,339

売上原価 2,161,727 2,274,678

売上総利益 1,404,999 1,566,660

販売費及び一般管理費 ※ 1,165,261 ※ 1,262,259

営業利益 239,737 304,401

営業外収益

受取利息 898 1,678

受取配当金 4,438 5,359

受取賃貸料 1,718 1,500

その他 3,040 5,911

営業外収益合計 10,096 14,449

営業外費用

支払利息 2,909 3,271

訴訟関連費用 1,404 5,351

売電原価 423 372

その他 549 379

営業外費用合計 5,286 9,375

経常利益 244,547 309,475

特別損失

減損損失 － 58,194

その他 － 76

特別損失合計 － 58,271

税金等調整前中間純利益 244,547 251,204

法人税等 106,957 102,323

中間純利益 137,590 148,880

親会社株主に帰属する中間純利益 137,590 148,880

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 137,590 148,880

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 13,363 5,692

為替換算調整勘定 △2,904 1,054

その他の包括利益合計 10,458 6,746

中間包括利益 148,048 155,627

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 148,048 155,627

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 244,547 251,204

減価償却費 113,488 106,052

減損損失 － 58,194

のれん償却額 35,474 12,058

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,677 △12,034

賞与引当金の増減額（△は減少） 158,476 206,034

工事損失引当金の増減額（△は減少） 962 1,318

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 15,491 19,712

受取利息及び受取配当金 △5,337 △7,037

支払利息 2,909 3,271

保険解約返戻金 △577 －

為替差損益（△は益） 535 △33

売上債権の増減額（△は増加） 280,780 637,439

棚卸資産の増減額（△は増加） 610 △3,064

仕入債務の増減額（△は減少） △62,532 △75,747

未払金の増減額（△は減少） △23,133 △20,492

その他 △103,768 △144,110

小計 663,605 1,032,767

利息及び配当金の受取額 5,337 7,048

利息の支払額 △2,974 △3,246

保険解約返戻金の受取額 577 －

法人税等の支払額 △134,736 △127,146

営業活動によるキャッシュ・フロー 531,809 909,423

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △360,000 △560,000

定期預金の払戻による収入 360,000 360,000

有形固定資産の取得による支出 △173,857 △51,041

投資有価証券の取得による支出 △60 △60

その他 △12,378 △14,127

投資活動によるキャッシュ・フロー △186,296 △265,228

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △95,894 △93,414

リース債務の返済による支出 △27,914 △36,219

自己株式の取得による支出 － △2

配当金の支払額 △85,418 △85,323

財務活動によるキャッシュ・フロー △109,227 △214,959

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,705 1,011

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 233,581 430,246

現金及び現金同等物の期首残高 2,090,637 2,043,659

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,324,218 ※ 2,473,905

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

株式会社アイ・エス・ピーについては、2026年１月１日付で株式会社土木管理総合試験所と合併したため、連

結の範囲から除いております。

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（中間連結貸借対照表関係）

偶発債務

連結子会社である株式会社環境と開発が実施したコンサルティング業務に関連して、2024年８月に100,000千

円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であります。

前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
  至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
  至　2026年６月30日）

給料手当及び賞与 397,826千円 448,759千円

賞与引当金繰入額 59,268 104,269

退職給付費用 22,547 24,972

貸倒引当金繰入額 6,438 △9,658

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日

至　2026年６月30日）

現金及び預金 2,504,218千円 2,853,905千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △180,000千円 △380,000千円

現金及び現金同等物 2,324,218千円 2,473,905千円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月21日

定時株主総会
普通株式 85,322 6.00 2024年12月31日 2025年３月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年７月15日

取締役会
普通株式 85,322 6.00 2025年６月30日 2025年９月２日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月23日

定時株主総会
普通株式 85,322 6.00 2025年12月31日 2026年３月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年７月15日

取締役会
普通株式 85,322 6.00 2026年６月30日 2026年９月２日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの
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（単位：千円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

中間
連結損益
計算書
計上額
（注）３

試験総合 
サービス 

事業

工事総合 
サービス 

事業

ソフトウ
ェア開発
販売事業

計

売上高

一時点で移転される財 2,422,840 259,467 341,195 3,023,503 15,681 3,039,185 － 3,039,185

一定の期間にわたり 

移転される財
428,000 73,731 － 501,732 － 501,732 － 501,732

顧客との契約から 

生じる収益
2,850,841 333,199 341,195 3,525,236 15,681 3,540,917 － 3,540,917

その他の収益 25,809 － － 25,809 － 25,809 － 25,809

外部顧客への売上高 2,876,651 333,199 341,195 3,551,045 15,681 3,566,727 － 3,566,727

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 2,876,651 333,199 341,195 3,551,045 15,681 3,566,727 － 3,566,727

セグメント利益 544,499 23,528 114,243 682,271 2,027 684,299 △444,561 239,737

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△444,561千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

中間
連結損益
計算書
計上額
（注）３

試験総合 
サービス 

事業

工事総合 
サービス 

事業

ソフトウ
ェア開発
販売事業

計

売上高

一時点で移転される財 2,505,054 362,374 352,529 3,219,958 9,657 3,229,615 － 3,229,615

一定の期間にわたり 

移転される財
520,396 64,550 － 584,947 － 584,947 － 584,947

顧客との契約から 

生じる収益
3,025,451 426,924 352,529 3,804,905 9,657 3,814,562 － 3,814,562

その他の収益 26,776 － － 26,776 － 26,776 － 26,776

外部顧客への売上高 3,052,227 426,924 352,529 3,831,681 9,657 3,841,339 － 3,841,339

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 3,052,227 426,924 352,529 3,831,681 9,657 3,841,339 － 3,841,339

セグメント利益

又は損失（△）
647,307 54,103 135,680 837,091 △1,553 835,537 △531,136 304,401

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△531,136千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

各報告セグメントに配分していない全社資産について58,194千円減損損失を計上しております。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

連結子会社の吸収合併

当社は、当社の連結子会社である株式会社アイ・エス・ピーを2026年１月１日付で吸収合併いたしました。

１．取引の概要

（１）結合当事企業及びその事業の内容

①　結合企業の名称　株式会社土木管理総合試験所

事業の内容　土質・地質調査試験、非破壊調査試験、環境調査試験

②　被結合企業の名称　株式会社アイ・エス・ピー

事業の内容　土木測量設計プログラムパッケージの開発および販売

（２）企業結合日

2026年１月１日

（３）企業結合の法的形式

株式会社土木管理総合試験所を吸収合併存続会社とし、株式会社アイ・エス・ピーを吸収合併消滅会社

とする吸収合併

（４）結合後企業の名称

株式会社土木管理総合試験所

（５）その他取引の概要に関する事項

当該取引は、当社の完全子会社との合併であるため、当合併に係る新株式の交付及び金銭その他の財産

の交付はありません。

本合併は、グループ内のソフトウェア開発・販売事業における経営資源と管理体制の効率化を目的とす

るものであります。

２．会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

項目
前中間連結会計期間

（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日

至　2026年６月30日）

１株当たり中間純利益 9.68円 10.47円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 137,590 148,880

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
137,590 148,880

普通株式の期中平均株式数（株） 14,220,494 14,220,470

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【その他】

（1）訴訟

連結子会社である株式会社環境と開発が実施したコンサルティング業務に関連して、2024年８月に100,000千円

の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であります。

（2）中間配当

2026年７月15日開催の取締役会において、2026年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　85,322千円

②　１株当たりの配当額　　　　　　　　　　　　6.00円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　2026年９月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月10日

株式会社土木管理総合試験所

取締役会　御中

かなで監査法人

東京都 中央区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 若月　健

指定社員
業務執行社員

公認会計士 井波　拓郎

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社土木管

理総合試験所の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年

６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社土木管理総合試験所及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の2025年12月31日をもって終了した前連結会計年度の中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表及び前連結会計年

度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該中間

連結財務諸表に対して2025年８月８日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2026年３月

23日付けで無限定適正意見を表明している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　下平　雄二は、当社の第42期中（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）の半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。


